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４ むすび 
 
国の令和２年度予算は、「「新経済・財政再生計画」の枠組みの下、引き続き手を緩めることなく本

格的な歳出改革に取り組む。」とし、「消費税増収分を活用した社会保障の充実、経済対策の着実な実

行、歳出改革の取組の継続により、経済再生と財政健全化を両立する予算」として編成され、東日本

大震災からの復興に向けても、「復興期間 10 年の総仕上げと福島の本格的な復興・再生に向け、被災

地のニーズにきめ細かに対応」することとされました。その後、新型コロナウイルス感染症の影響か

ら、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策等実施のため、複数回の補正予算が編成されました。 

また、地方財政対策については、「地方団体が、人づくり革命の実現や地方創生の推進、地域社会の

維持・再生、防災・減災等に取り組みつつ、安定的に財政運営を行うことができるよう、地方交付税

等の一般財源総額について、前年度を 0.7 兆円上回る額を確保」するとともに、引き続き「復旧・復

興事業等について、通常収支とは別枠で整理」し、震災復興特別交付税を確保する内容となりました。 

このような状況の中で、本市の令和２年度当初予算は、本市の復興をさらに前へ進めるため「100

年のまちづくり」の礎を固め、復興・創生期間の総仕上げの年として、「令和元年東日本台風等による

災害復旧等の早期実施」及び「復興・創生期間後を見据えた南相馬市復興総合計画後期基本計画の推

進」に職員や財源といった限りある資源を集中させることとして編成しました。 

さらに、新しい生活様式の推進や政策目標の実現に向けた施策に取り組むため、10 回にわたる補正

予算を編成し、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う対応、令和元年東日本台風等からの復旧、東

日本大震災・福島第一原子力発電所事故からの早期の復興など総力を挙げて取り組んできました。 

 

 これらの結果、普通会計ベースでの令和２年度の決算状況については、 

○ 歳出決算額は、新型コロナ、令和元年東日本台風等、そして復旧・復興事業の影響で 640.8 億円

（対前年度比 102.0 億円の増）と高い水準となり、また実質収支は 18.1 億円の黒字（対前年度

比 5.0 億円の増）を維持している 

○ 引き続き財政構造が硬直しつつある水準にあるものの、財政構造の弾力性を示す指標である経常

収支比率は 93.4％（対前年度比 2.9 ポイント減）、更に減収補てんを含む本来の市税として算定

した実質的な経常収支比率は 88.9％（対前年度比 1.4 ポイント減）と減少（改善）に転じた 

○ 財政の健全度を示す指標である健全化判断比率は、いずれも財政の早期健全化が必要となる早期

健全化基準を下回っており、引き続き健全性が保たれた状況にある 

○ 基金現在高は、269.7 億円で、対前年度比 19.2 億円の減（うち東日本大震災関連の基金現在高

は 129.3 億円で、対前年度比 18.1 億円の減）となり、通常事業分は将来の備えなど含め確保し

つつ、東日本大震災関連基金の活用が着実に進んでいる 

○ 市債現在高は 278.3 億円で、対前年度比 5.5 億円の減（臨時財政対策債を除いた実質地方債残高

は 150.2 億円で、対前年度比 2.9 億円の減）となり、縮減が着実に進んでいる 

となりました。 

決算規模は、東日本大震災関連事業（約 272 億円）の着実な進展に加えて、令和元年東日本台風等

からの復旧に約 20 億円、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策関連の対応に約 71 億円によって増

加となりましたが、新型コロナや復旧・復興事業の財源については、国県支出金や地方交付税等で概

ね措置されたことなどから、本市の財政構造が、硬直しつつある水準にあるものの、本市の財政の健

全度を示す指標は、引き続き健全な状態を維持することができました。 

今後、東日本大震災からの復興・再生については、これまで市をあげて取り組んできた住民の帰還

促進の取り組みに加え、新型コロナウイルス感染症への対応を含め、新たな課題への対応として移住・

定住、出生数を増やす、そしてともに住み続ける取り組みなど、本市の復興・再生に向けた取組を第

２期復興・創生期間も、健全で持続可能な財政運営に努めながら、着実に進めてまいります。 


